　新社会党はうったえます　
二度とつくらせるな原発！
─　はじまった生態系の深刻な破壊　─
　最悪の事態に備えた対策を
　福島原発の事故は、深刻な事態に向かっている。政府と東京電力の発表を信じるのは無理というものだ。

　政府は事故後、「半径３キロ圏内の避難」しか指示しなかった。水素爆発があっても「原子炉本体は損傷ないから大丈夫」と繰り返した。しかし、米国は在日米国人に原発から半径80キロ圏外へ避難するよう勧告し、21日には原子力空母などを横須賀から避難させた。英国等多くの欧州の大使館機能は17日までに大阪に移転し、８カ国の大使館が閉鎖した。

　政府は、最悪の事態を想定するのではなく、「ただちに害はない」という気休めと、「レントゲンと同じ」などと「風評」を垂れ流して混乱を増幅した。事態は農畜産物出荷停止と摂取制限、乳児の水道水摂取制限に拡大し、福島県には土地耕作の延期や出荷停止農産物の焼却中止を指示。対策は後追いになった。

　原発20～30キロ圏は「屋内退避」から「自主避難」になり、急な避難で大勢のお年寄りが病院にとり残され亡くなった。町村ぐるみ退避生活を強いられ、周辺の津波の被災者には被曝の恐れから救援の手が届かず、多くの御遺体が高度の被曝のために収容すらされていない。

　人命をはじめとする大地と海と生態系すべての深刻かつ緩慢な破壊が始まっている。政府は最悪の事態を想定し正確な情報を示し、放射能汚染への医療対策から大規模避難にいたるまで対策を急ぐべきである。
まず浜岡原発を停止

新増設は中止せよ
　原発はつくってはならない。不要（いらない）なのだ。どのような「想定」も、「安全対策」も有効ではない。新増設は中止し、すべての原発の停止・廃止をめざし踏み出すときだ。

　震災復興のためにも電力不足が心配される。しかし、国際エネルギー機関（ＩＥＡ）は、「日本は原発の不足分を補うだけの石油火力発電の余剰能力を有している」と事故後に指摘した。計画停電中の東電も、火力発電所の復旧や休止発電所を起動して福島原発停止による９００万㌔ワットをカバーし、４月には４０００万㌔ワット程度に引き上げるという。

　まずは原子力や地震の専門家が警告する中部電力の浜岡原発を停止させよう。漁民らを暴力で排除している上関など新規建設と各地の増設は即時停止させよう。稼働中の原発は早く停止させ、安全点検をさせよう。
　

　最悪の事態に備えて

　脱原発へ具体的一歩

　

　日本経団連の米倉弘昌会長は、原発が津波に「あれほど耐えているのは素晴らしい」と暴言を吐き、原発政策の見直しについては「必要ない」と述べた。「市場規模は年11兆円」（『通商白書」』）。自民党と民主党政府、大手電機メーカー、東電が一体で推進してきた「国策」だ。今歯止めをかけなければ、頃を見計らって、「悪魔」が復活されかねない。

　火力や風力、太陽光などを復活・開発し、脱原発をめざそう。火力発電のＣＯ２分離は費用がかさむというが、今回の事故の対策と使用済み核燃料処理費用と比べれば安いものだ。

　11年度予算案の「原子力関係経費予算」４３２９億６７００万円も見直そう。そのうち日本原子力研究開発機構経費が約７００億円、電源立地策経費など原発増設経費が約３１６０億円。それらを事故の被災者救済に回すべきだ。

　政府は事故の賠償は東電が負担すべきだというが当然だ。税金を使うべきでない。電力資本は国が最後は面倒をみてくれるからと、高コストの原発政策に参画した。東電だけで困難ならば、原発建設でもうけ安い電力料金で恩恵にあずかってきた大企業も負担すべきだ。
世界で原発いらない

自治体も決議

　三重県伊勢市の鈴木健一市長は、１００キロ離れた浜岡原発の稼動停止と地元芦浜原発計画の停止を求めた。静岡県の三島市や富士市では、浜岡原発について「徹底した地質および原子炉調査」を求める市議会決議を全会一致で採択した。

　ドイツのメルケル政権は、３月15日に30年以上稼動している７基の運転一時停止を決断した。ドイツでは27日に25万人が反原発のデモがあり、州議会選挙では反原発政党が躍進した。スイスは、14日に原発の改修・建設計画の凍結を決定。25日、ＥＵ首脳会議は、14カ国の１４３基すべての早急な安全検査を確認。中国は、「安全計画」策定まで新原発着工を中止。世界の世論と連帯し、脱原発へ一歩踏み出そう。
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